












































であり，そのうち 2 億円については信用保証協会の保証を付け，残り 2 億5000
万円についてはＹ（Ａの兄・医師・大規模病院の内科部長）の保証が必要である旨
を伝えた。
　そこで，Ａ・Ｃらは，平成 7 年 6 月にＹを訪問し，ＡからＹに，「本件ビル




































































































































































































年，有斐閣），内田貴『民法 1 総則 ･ 物権総論［第 4 版］』70頁以下（2008年，東大出版会），近
江幸治『民法講義Ⅰ民法総則［第 6 版補訂］』217頁（2012年，成文堂 .），河上正二『民法総則講
義』348頁（2007年，日本評論社）ほか。一元説に立ちつつ，法文にない「認識可能性」を要件
とすることに批判し，要素性の判断で考慮することで足りるとする見解も有力である（川島武宜
･ 平井宜雄『新版注釈民法（ 3 ）総則（ 3 ）』417頁［川井健］（2003年，有斐閣），中舎寛樹『民













































鹿野菜穂子「錯誤・不実表示」法時86巻 1 号 8 頁（2013年）。































山本 ･ 前掲書17）200頁，同 ･ 前掲17）論文16頁。合意内容の判断にあたっては，表示のほか，
契約の類型および性質，当事者の専門性，契約締結過程の諸事情を広く考慮すべきこととされて

























































































































































































































































































を除いて，貸金等根保証契約（民法465条の 2 第 1 項）と，事業者の貸金等債務
を主たる債務とする個人の保証契約を適用対象とする個人保証を原則的に無効













が問題になり，Ⅲ 2 （ 2 ）（ 3 ）で検討したことが，本件のような事案において，
解釈問題として残ることになろう。
